
制度名 貸付限度額 使途 返済期間 申込先利率

2,000万円
別枠 1,000万円

運転
設備

７年以内
１０年以内

経営改善貸付
（金利引下げ）

経営支援特別融資
（新型感染症・物価高
騰対応枠）

新　型　感　染　症 ・
物 価 高 騰 等 対 策
伴 走 支 援 型 資 金

6,000万円

相談窓口：秋葉区役所産業振興課　商工観光係

日

本

政

策

金

融

公

庫

※経営改善貸付は、無担保・無保証人融資制度です｡(通称：マル経融資）
融資対象者は、下記の要件を全て満たした方のみとなります。
①原則として６ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方
②最近１年以上、新潟市秋葉区(新津地域)内で事業を営んでいる方
③常時使用する従業員が商業・飲食業・サービス業では５人以下（宿泊業及び娯
楽業は２０人以下）、製造業・その他業種では２０人以下の法人・個人事業主の方
④所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方
（別枠の新型コロナウイルス感染症対策は、上記推薦要件に加えて最近１ヵ月
間の売上高又は過去６ヵ月（最近１ヵ月を含む）の平均売上高が前５年のいず
れかの年の同期と比較して５％以上減少している又はこれと同様の状況にある
方、および債務負担が重くなっている方。※据置期間は運転・設備とも５年以
内となります。）
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1.12％
別枠：0.22％（当初3年間）
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新型コロナウイルス
感 染 症 特 別 貸 付

1.5％～2.2％
据置3年以内、
保証料補助あり

１億円
※「新型コロナ
ウイルス対策伴
走支援型資金」
のご利用がある
場合、これを除
いた額　　　　

１０年以内
運転
設備
借換

融資期間が
3年以内 1.15%
3年超～ 5年以内 1.35%
5年超～ 7年以内 1.55%
7年超～10年以内 1.75%

別枠　
8,000万円

新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、一時的な業況悪化を来してい
る方であって、要件のいずれかに該
当し、かつ中長期的に業況が回復し、
発展することが見込まれる方

２０年以内
２０年以内

運転
設備 基準金利

1.18%～2.30%
（保証料補助あり）
無担保、据置は5年
以内






































新型コロナウイルス感染症に
関連する特例制度のご案内

令和５年５月１日現在

（　　　　　）

　100事業所（有効回答数82社、回答率82％）

　2023年1～3月期実績 及び 2023年4～6月期の見通し

全業種とも仕入単価ＤＩ値は、マイナス圏内となっており、4～6月の先行きについて

もマイナスの見通しとなっている。

製造業の資金繰りについては、前回調査に比べると上向きだが今後の見通しは悪化と

なっている。

新型コロナウィルスの経営に与える影響については、悪影響が35％、今後悪影響が12

％、合計で47％になっており、前回調査に比べると好転している。国や県、市の新型コ

ロナウィルス支援策の利用は、利用したが48％、今後利用するが15％、合計で63％となっ

ている。

経営上の問題点については、多い順に「需要の停滞」「人件費の増加・圧迫」「単価

の低下・上昇難」「ニーズの変化」「経費増加」となっているが、特に小売業と建設業

は「需要の停滞」がもっとも多く、サービス業では「ニーズの変化」が多く散見された。

　設備投資の実施については、今期は「ＯＡ機器」が最も多く、来期では「生産・販売等 

  の機械設備」の多く予定されている

  状況。

(2023年１月～３月期)

ＤＩ値

業況ＤＩ値の推移(業種別)

　

４
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新潟県新事業チャレンジ補助金 申請受付開始！
　価格高騰等による収益に影響を受ける県内中小企業等が行う、経済
社会活動の変化に対応するための新たな商品開発やサービス提供等の
取り組みを支援するものです。また、デジタル技術を活用した取り組み
や脱炭素社化に貢献する取り組みについては重点的に支援いたします。

（本事業は「一般型」と「重点型」がありますので、詳細については、
必ず申請要領をご確認下さい。）
　※予算額に達した場合は、事務局で申請を受け付けたものから先着
      順で採択

【一般型】
対 象 者：県内中小企業であり、2022 年１月以降の任意の１ヶ月の
               売上高、粗利益、付加価値額のいずれかが、2019年～2021
　　　　　年同月と比較して５％（付加価値額の場合は１０％）以上減
　　　　　少していること。
対象事業：新たな商品・サービスの開発や新たな販売・提供方法への
　　　　　換等の取り組みであること。（補助対象経費20万円未満の
　　　　　取り組みは対象外）
補 助 額：１０万円～１００万円（補助率１／２以内）
補助対象経費：機械装置等費、開発費、展示会等出展費、広報費、外注費

【重点型】
対 象 者：県内中小企業であること。（※売上減少要件はありません。）
対象事業：「ＤＸ」や「温室効果ガスの排出削減」に資する製品・サー
　　　　　ビスの開発等の新たな取り組みであること。
　　　　　（補助対象経費20万円未満の取り組みは対象外）
補 助 額：１３万３千円～１３３万３千円（補助率２／３以内）
補助対象経費：機械装置等費、開発費、展示会等出展費、広報費、外注費
受付期限（一般型・重点型）：令和５年６月２日（金）必着
お問い合わせ：【補助金全般】新事業チャレンジ補助金 事務局　0570-783736
　　　　   【事業計画の相談】新津商工会議所（新津地域の事業者）22-0121
申請書提出先：新津商工会議所（または最寄りの商工会議所・商工会へ）

　本事業にかかる申請は、商工会・商工会議所が事業計画を確認の
上、助言等を行い、意見を付して県に副申することとなっています。
つきましては、申請を希望する事業所は、締切までに十分な余裕を
もって、ご相談をお願いいたします。申請要領、申請様式等は補助
金HPよりダウンロードしてご用意ください。
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太陽光発電承ります 花と鉄道と石油の秋葉区


